
（ ）
財務会計上
の短縮番号

955

2091 1

（直近）

93.2%

0.90人 6,414 0.90人 6,276 1.35人 7,940 1.15人 6,240 126.5%

0.69人 5,658 0.69人 5,520 0.70人 5,600 0.50人 3,900 101.4%

0.21人 756 0.21人 756 0.65人 2,340 0.65人 2,340 309.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

115.5%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      115.5%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （実績） ( H26)

（1） 団体 4 4 4 4

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

民間団体への補助である。

各団体の活動状況を踏まえ、適切に補助を行っていくこと。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

人権課題解消への取り組みは、市民や各団
体と共に、継続することに意義があり効果が
期待されるものである。

選択の
理　由

単位

補助団体数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

9,366

10,034 9,366 9,12010,820

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

3,620 3,090 2,880

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

※見直し内容を記入 補助金の減額

実施期間

啓発活動の推進を図り、市民の人権意識を高揚させる。

事業内容の見直し 平成　23　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和52　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

団体が行う人権擁護・啓発事業(講演会、研修会、映画会等)の助成。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

人権擁護団体補助事業

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤原正人

市民生活部人権推進課担当部課名

人権尊重の推進

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

人権擁護団体補助事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,880

10,82010,034

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

9,120

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

950

2091 2

（直近）

92.6%

0.94人 7,202 0.95人 7,116 1.95人 11,200 1.90人 11,250 157.4%

0.83人 6,806 0.84人 6,720 0.95人 7,600 1.05人 8,190 113.1%

0.11人 396 0.11人 396 1.00人 3,600 0.85人 3,060 909.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

148.3%

国・府支出金 100.0%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      148.6%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （実績） ( H26)

（1） 人 526 603 597 647 650

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

12,292

3454

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,082

12,2828,414

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤原正人

市民生活部人権推進課担当部課名

人権尊重の推進

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

人権擁護啓発事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

人権擁護啓発事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

人権擁護啓発活動内容の充実

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

あらゆる差別の解消とすべての人の人権を大切にする意識の高揚。

事業内容の見直し 平成　21　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和62　　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

※見直し内容を記入 団体への負担金等の見直し

アルバイト

H23/H22

1,212 1,168 1,042

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

27

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

8,284

8,387 8,230 12,25812,228

54

内　　　　　　　　容

様々な人権問題が現存しており、その解消に
取り組む必要がある。

選択の
理　由

単位

研修会等の参加者

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

実行委員会形式での研修会の実施

多様化する人権課題に対応し、継続発展を図ること。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

964

2091 3

（直近）

- 

0.50人 3,780 0.00人 0 - 

0.45人 3,600 0 - 

0.05人 180 0 - 

0 0 - 

0 0 - 

0 0 - 

- 

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      - 

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （実績） ( H26)

（1） 人 145

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

0

609

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

680

680

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤原正人

市民生活部人権推進課担当部課名

人権尊重の推進

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

地域人権啓発活動活性化事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

地域人権啓発活動活性化事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

市民に親しみやすい人権啓発活動の実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

人権尊重の正しい理解と普及高揚を図る。

事業内容の見直し 平成　  　年度

　（平成　23　年度～平成23　年度（昭和　　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22
(予算）

区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

071

内　　　　　　　　容

人権啓発活動地方委託を受け実施
選択の
理　由

単位

参加者数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

行事委託を実施

人権啓発活動地方委託があれば実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

1072

2091 4

（直近）

153.3%

0.60人 2,500 0.60人 2,440 0.60人 2,480 0.60人 2,380 101.6%

0.20人 1,640 0.20人 1,600 0.20人 1,600 0.20人 1,560 100.0%

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 - 

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 - 

0.20人 480 0.20人 460 0.20人 480 0.20人 480 104.3%

0.20人 380 0.20人 380 0.20人 400 0.20人 340 105.3%

103.2%

国・府支出金 153.6%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      102.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 回 10 10 12 11 15

（2） 人 62 52 71 110 200

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

2,495

8686

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

115

2,5952,760

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 永井　明

市民生活部人権文化交流センター担当部課名

人権尊重の推進

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

講座・講習活動事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

人権文化交流センター管理・運営事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民及び周辺地域住民

講座・講習を開設

実施期間

人権・同和問題に対する理解と認識及び教養・文化を高めるとともに地域住民との交流を
図る。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和48年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 厚生労働省「隣保館設置運営要綱」

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

260 75 115

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

194

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

2,515

2,566 2,459 2,4092,509

56

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

22年度より講師料が必要な講座を縮小し、趣
味の会、ボランティアによる無償の教室誘致
を模索中。

内　　　　　　　　容

講座参加人数

料理教室、カラオケ教室を実施。館が有する
調理実習室、カラオケ設備の活用からも継
続。ＰＲ等の工夫により参加者増は見込め
る。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

講座開催回数

　講習・講座の出席者が減少しており、講座数の増及び住民ニーズの高
い内容など、事業内容の検討が必要

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

966

2092 1

（直近）

人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

98.7%

0.41人 3,132 0.36人 2,836 0.65人 4,320 0.65人 3,810 152.3%

0.36人 2,952 0.35人 2,800 0.45人 3,600 0.35人 2,730 128.6%

0.05人 180 0.01人 36 0.20人 720 0.30人 1,080 2000.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

120.8%

国・府支出金 102.5%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      142.5%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 45 222 219 230 -

（2） 件 255 188 212 200 -

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

7,810

3,7473,842

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

4,000

8,3208,314

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤原　正人

市民生活部人権推進課担当部課名

人権尊重の推進

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

人権等相談事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

人権等相談事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

人権相談所の開設

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

人権侵害等に対して迅速かつ適切な対応を図る。

事業内容の見直し 平成23年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成21年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入 相談員が時間外にも対応できるように予算化した。

アルバイト

H23/H22

5,182 4,053 4,000

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

3,774

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

6,889

4,540 3,142 4,0634,478

3,747

内　　　　　　　　容

総合生活相談の件数

広報誌等で周知を図り、広く利用者の人権
救済に資するため、相談者に寄り添い、事案
に応じ柔軟に対応できるように展開する。

選択の
理　由

単位

人権相談の件数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

人権尊重の理念のもと、人権問題の解決に
幅広く対応することが可能な池田市人権協
会に委託し、事業の充実を図っている。

多様化している相談事案に的確に対応できるよう、相談員と連携を密にし
て、相談者の支援や関係機関との協議等、課題解決のため取り組んでい
く。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計


